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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
（ａ）数平均分子量１０万以上のスチレン系熱可塑性エラストマー１００質量部、
（ｂ）非芳香族系ゴム用軟化剤３０～３００質量部、
（ｃ）ポリオレフィン系樹脂５～１５０質量部、
（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂５～２００質量部、
（ｅ）無機充填剤０～７５０質量部、
（ｆ）２５℃の動粘度が４，０００，０００ｍｍ2／ｓｅｃ以上のポリオルガノシロキサ
ン０．０１～２０質量部、および
（ｇ）ポリウレタン系樹脂０．１～５０質量部
を含有することを特徴とする車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物。
【請求項２】
　前記（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマーが、スチレン系モノマー単位からなるハー
ドブロックと、共役ジエンモノマー単位からなるソフトブロックとからなり、前記ソフト
ブロックが、主としてブタジエン単位および／またはイソプレン単位からなることを特徴
とする請求項１に記載の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物。
【請求項３】
　前記（ｂ）非芳香族系ゴム用軟化剤がパラフィン系プロセスオイルであることを特徴と
する請求項１または２に記載の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物。
【請求項４】
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　前記（ｃ）ポリオレフィン系樹脂がポリプロピレンまたはプロピレン－エチレン共重合
体であることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の車両モールディング用熱
可塑性エラストマー組成物。
【請求項５】
　前記（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂は、固有粘度が０．０８～０．９０ｇ／ｄｌ
であることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の車両モールディング用熱可
塑性エラストマー組成物。
【請求項６】
　前記（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂がポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニ
レンエーテル）であることを特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の車両モール
ディング用熱可塑性エラストマー組成物。
【請求項７】
　前記（ｅ）無機充填剤が炭酸カルシウムおよび／またはタルクであることを特徴とする
請求項１～６のいずれか１項に記載の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物
。
【請求項８】
　ガラス板と、該ガラス板の周縁部に、モールディングが接着剤層を介して一体化された
車両用モールディング付きガラス板において、該モールディングが、請求項１～７のいず
れか１項に記載の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物の成形物からなるこ
とを特徴とする車両用モールディング付きガラス板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物および該組成物を用いた
車両用モールディング付きガラス板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車の窓用ガラス板には、ガラス板と車体との間に介在し、ガラス板と車体との間を
シーリングし、必要に応じて、装飾機能等の機能をも有する、樹脂製またはゴム製の窓枠
材料が一体化されている。こうした機能を有する窓枠材料は、モールディング、枠材、ガ
スケット、モールなどの種々の名称で呼ばれている。
　従来、モールディング用材料としては、耐擦傷性と成形性に優れることから、ポリ塩化
ビニルが多用されてきた。しかし、近年、環境保護、産業廃棄物処理の観点から、オレフ
ィン系またはスチレン系の熱可塑性エラストマーまたはそれらの組成物の使用が提案され
ている（例えば、特許文献１および２参照）。
【０００３】
　加えて、近年の自動車は、車体とモールディングとに一体感を持たせることが望まれて
いる。しかし、一般的に熱可塑性エラストマーは、ポリ塩化ビニルと比較して、表面光沢
（グロス）が低いため、車体との一体感に欠け、外観が良くないという問題があった。
　また、熱可塑性エラストマーは、表面の接着性や極性が乏しいため、ガラス板との接着
が容易でなく、さらに、耐擦傷性および力学的特性においても、ポリ塩化ビニルよりも劣
るため、グロスと同時にこれらの性能を満たすことは困難であった。
　このように、自動車用モールディングには、環境保護、グロス、外観、接着性、耐薬品
性、耐擦傷性、成形性、力学的特性などの性能が求められるが、従来の熱可塑性エラスト
マーは、グロス、耐擦傷性などに優れないため、これらの性能を同時に満足できず、バラ
ンスに欠けるものであった。
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－１９５７１７号公報
【特許文献２】特公平６－１５１８５号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、近年の自動車などの車両用モールディングに要求される性能、すなわち、環
境保護、グロス、外観、接着性、耐薬品性、耐擦傷性、成形性、力学的特性などの性能が
満足できる車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物と、それを用いた車両用モ
ールディング付きガラス板を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、（ａ）数平均分子量１０万以上のスチレン系熱可塑性エラストマー１００質
量部、
（ｂ）非芳香族系ゴム用軟化剤３０～３００質量部、
（ｃ）ポリオレフィン系樹脂５～１５０質量部、
（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂５～２００質量部、および
（ｅ）無機充填剤０～７５０質量部
を含有することを特徴とする車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物である。
【０００７】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、熱可塑性エラストマー
組成物１００質量部に対し、（ｆ）ポリオルガノシロキサンを０．０１～２０質量部含有
することが好ましい。
【０００８】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、熱可塑性エラストマー
組成物１００質量部に対し、（ｇ）ポリウレタン系樹脂を０．１～５０質量部含有するこ
とが好ましい。
【０００９】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、前記（ａ）スチレン系
熱可塑性エラストマーが、スチレン系モノマー単位からなるハードブロックと、共役ジエ
ン系モノマー単位からなるソフトブロックとからなり、前記ソフトブロックが主としてブ
タジエン単位および／またはイソプレン単位からなるものであることが好ましい。
【００１０】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、（ｂ）非芳香族系ゴム
用軟化剤がパラフィン系プロセスオイルであることが好ましい。
【００１１】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、（ｃ）ポリオレフィン
系樹脂がポリプロピレンまたはプロピレン－エチレン共重合体であることが好ましい。
【００１２】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、（ｄ）ポリフェニレン
エーテル系樹脂の固有粘度が０．０８～０．９０ｇ／ｄｌであることが好ましい。
【００１３】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、（ｄ）ポリフェニレン
エーテル系樹脂がポリ（２，６－ジメチル－１．４－フェニレンエーテル）であることが
好ましい。
【００１４】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、（ｅ）無機充填剤が炭
酸カルシウムまたはタルクであることが好ましい。
【００１５】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、（ｆ）ポリオルガノシ
ロキサンが、ポリジオルガノシロキサンであることが好ましい。
【００１６】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、（ｇ）ポリウレタン系
樹脂が、高分子ジオール、有機ジイソシアネートおよび鎖伸長剤の反応により得られる熱
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可塑性ポリウレタン樹脂であることが好ましい。
【００１７】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、（ｇ）ポリウレタン系
樹脂が、主としてスチレン単位からなるハードブロックと、主としてブタジエン単位およ
び／またはイソプレン単位からなるソフトブロックとを有するブロック共重合体、および
／またはその水素添加物に、ポリウレタンブロックが結合したブロック共重合体であるこ
とが好ましい。
【００１８】
　また、本発明は、ガラス板と、該ガラス板の周縁部に、モールディングが接着剤層を介
して一体化された車両用モールディング付きガラス板において、該モールディングが、前
記のいずれかの車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物の成形物からなること
を特徴とする車両用モールディング付きガラス板である。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、車両用モールディング
材として、従来の熱可塑性エラストマー組成物からでは到底得られない、優れたグロス、
外観、耐擦傷性と接着性を有し、かつ耐薬品性、力学的特性においても従来の熱可塑性エ
ラストマーと同等以上の性能を有する優れた材料である。したがって、該材料を用いた車
両用モールディング付きガラス板は、ポリ塩化ビニルから構成されるモールディング付き
ガラス板と同等の外観を実現できるのである。なお、ポリ塩化ビニルから構成されるモー
ルディング付きガラス板と異なり、環境保護、産業廃棄物処理の観点でも優れていること
は言うまでもない。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　本発明の車両モールディング用熱可塑性エラストマー組成物は、（ａ）数平均分子量１
０万以上のスチレン系熱可塑性エラストマー、（ｂ）非芳香族系ゴム用軟化剤、（ｃ）ポ
リオレフィン系樹脂、および（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂から構成されることを
基本とする。そして、これらの基本成分からなる熱可塑性エラストマー組成物に、（ｅ）
無機充填剤、（ｆ）ポリオルガノシロキサン、さらには、（ｇ）ポリウレタン系樹脂を加
えた成分から構成される。次に、各成分について説明する。
【００２１】
［（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマー］
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物を構成する（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマ
ーは、スチレン系モノマー単位からなるハードブロックＡと、共役ジエン系モノマー単位
からなるソフトブロックＢを含むブロック共重合体、および／または該共重合体を水素添
加したものが好適である。また、前記ソフトブロックＢは主としてブタジエン単位および
／またはイソプレン単位からなるソフトブロック、および／またはそれを水素添加してな
るソフトブロックが好適である。各ブロックの結合様式は、直鎖状、分岐状、放射状、ま
たはそれらの二つ以上が組合わさった結合様式のいずれでもよいが、直鎖状であることが
好ましい。例えば、Ａ－Ｂ－Ａのトリブロック共重合体、Ａ－Ｂ－Ａ－Ｂのテトラブロッ
ク共重合体、Ａ－Ｂ－Ａ－Ｂ－Ａのペンタブロック共重合体などを挙げることができる。
それらのうちでも、Ａ－Ｂ－Ａのトリブロック共重合体が、製造の容易性、得られる熱可
塑性エラストマー組成物の柔軟性、ゴム弾性などの点から好ましい。無論、これらの結合
様式、ブロック数、モノマー種などに限定されるものではない。
【００２２】
　ハードブロックＡの含量は、（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマーに対して５～６０
質量％であり、２０～５０質量％であることが好ましい。ソフトブロックＢの含量は、（
ａ）スチレン系熱可塑性エラストマーに対して４０～９５質量％であり、５０～８０質量
％であることが好ましい。
　スチレン系モノマー単位を主体とするハードブロックＡは、耐熱性の点から、好ましく
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は５０質量％以上、より好ましくは７０質量％以上のスチレン系モノマー単位、および任
意成分（例えば、共役ジエン系モノマー単位）から作られた単独重合体または共重合体か
らなるブロックである。共役ジエン系モノマー単位を主体とするソフトブロックＢは、ゴ
ム弾性の点から、好ましくは５０質量％以上、より好ましくは７０質量％以上の共役ジエ
ン系モノマー単位、および任意成分（例えば、スチレン系モノマー単位）から作られた単
独重合体または共重合体からなるブロックである。
　（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマーは全体として、耐熱性と硬度、ゴム弾性などの
力学的物性のバランスの点から、スチレン系モノマー単位を好ましくは５～６０質量％、
より好ましくは２０～５０質量％含み、共役ジエン系モノマー単位を４０～９５質量％、
より好ましくは５０～８０質量％含む。
【００２３】
　また、これらのスチレン系モノマー単位を主体とするハードブロックＡ、共役ジエン系
モノマー単位を主体とするソフトブロックＢにおいて、分子鎖中の共役ジエン系モノマー
またはスチレン系モノマーの分布がランダム、テーパー（分子鎖に沿ってモノマー成分が
増加または減少するもの）、一部ブロック状またはこれらの任意の組合せになっていても
よい。スチレン系モノマー単位を主体とするハードブロックＡまたは共役ジエン系モノマ
ー単位を主体とするソフトブロックＢがそれぞれ二つ以上ある場合には、各ブロックはそ
れぞれが同一構造であっても異なる構造であってもよい。
【００２４】
　（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマーの製造原料であるスチレン系モノマーとしては
、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、
ｐ－メチルスチレン、ｐ－ｔ－ブチルスチレン、２，４－ジメチルスチレン、２，４，６
－トリメチルスチレン、モノフルオロスチレン、モノクロロスチレン、ジクロロスチレン
などが挙げられる。これらのうちから１種または２種以上が選択して使用される。なかで
もスチレンが好ましい。
【００２５】
　また、（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマーの他の製造原料である共役ジエン系モノ
マーとしては、例えば、１，３－ブタジエン、イソプレン、１，３－ペンタジエン、２，
３－ジメチル－１，３－ブタジエン、１，３－ヘキサジエンなどが挙げられる。これらの
うちから１種または２種以上が選択して使用される。なかでも１，３－ブタジエン、イソ
プレンおよびこれらの組合せが好ましい。共役ジエン系モノマー単位を主体とするソフト
ブロックＢにおいて、そのミクロ構造を任意に選ぶことができる。例えば、ソフトブロッ
クＢが１，３－ブタジエンおよびイソプレンの両方から構成されている場合は、室温での
適度なゴム弾性を得るために、ブタジエンブロックにおいては、１，２－ミクロ構造（１
，２位置間で付加重合した結果生成した構造単位をさす）が２０～５０モル％、特に２５
～４５モル％であることが好ましい。室温での適度なゴム弾性を得るために、イソプレン
ブロックにおいては、イソプレンの７０～１００モル％が１，４－ミクロ構造（１，４位
置間で付加重合した結果生成した構造単位をさす）を有するものであることが好ましい。
【００２６】
　該（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマーは、共役ジエン系モノマーに基づく、炭素－
炭素二重結合の一部または全部が水素添加されていることが、得られる熱可塑性エラスト
マーの耐熱性や、耐候性の点から好ましい。炭素－炭素二重結合の８５モル％以上が水素
添加されていることが好ましく、９０モル％以上水素添加されていることがより好ましい
。
【００２７】
　該（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマーの数平均分子量は１０万以上であることが必
要であり、１５万以上であることが好ましい。本発明で言う数平均分子量とは、ゲルパー
ミエーションクロマトグラフィ（ＧＰＣ）測定によって求めたポリスチレン換算の分子量
である。数平均分子量が１０万に満たない場合、得られる熱可塑性エラストマー組成物の
、７０℃処理における圧縮永久歪み特性に代表されるような耐熱性が不充分となる。一方
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、数平均分子量が５０万を越える場合には、得られる熱可塑性エラストマー組成物の成形
性が悪くなり、また、その成形物の表面光沢が低くなりすぎて好ましくない。なお、好ま
しい数平均分子量は１５万～３７万である。
【００２８】
　該（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマーの製造方法としては数多くの方法が提案され
ているが、代表的な方法としては、例えば特公昭４０－２３７９８号公報に記載された方
法により、リチウム触媒またはチーグラー型触媒を用い、不活性媒体中でブロック重合さ
せて得ることができる。水素添加する方法も公知である。水素添加されたブロック共重合
体も市販されている。
【００２９】
［（ｂ）非芳香族系ゴム用軟化剤］
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物を構成する（ｂ）非芳香族系ゴム用軟化剤は、得
られる組成物に柔軟性、ゴム弾性を付与するための成分であり、従来から公知の非芳香族
系ゴム用軟化剤のいずれもが使用できる。その中でも、（ｂ）非芳香族系の鉱物油または
油状もしくは低分子量の合成軟化剤が適している。該（ｂ）非芳香族系ゴム用軟化剤は、
１種類のみを使用しても、２種以上を併用してもよい。一般に、ゴムの軟化、増容、加工
性向上などのために用いられるプロセスオイルまたはエクステンダーオイルと呼ばれる鉱
物油系ゴム用軟化剤は、芳香族系化合物、ナフテン系化合物およびパラフィン系化合物の
混合物であって、全炭素原子中で、パラフィン鎖の炭素原子が５０％以上を占めるものが
パラフィン系と呼ばれ、ナフテン環の炭素原子が３０～４５％のものがナフテン系、また
芳香族環の炭素原子が３０％よりも多いものが芳香族系と称されている。
【００３０】
　本発明では、前記したプロセスオイルのうち、パラフィン系プロセスオイル、ナフテン
系プロセスオイルを用いることができる。そして、それら以外にも、ホワイトオイル、ミ
ネラルオイル、エチレンとα－オレフィンとの低分子量共重合体（オリゴマー）、パラフ
ィンワックス、流動パラフィンなどを用いることができる。その中でも、パラフィン系プ
ロセスオイルおよび／またはナフテン系プロセスオイルが好ましく用いられ、パラフィン
系プロセスオイルがより好ましく用いられる。パラフィン系プロセスオイルの中でも芳香
族環成分の少ないものが特に好ましく用いられる。芳香族系プロセスオイルなどのような
芳香族系のゴム用軟化剤を用いると、（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマー中のスチレ
ン系モノマー単位からなるハードブロックＡが侵され、得られる組成物の機械的強度、ゴ
ム弾性が不充分となり、好ましくない。
【００３１】
　該（ｂ）非芳香族系ゴム用軟化剤の配合量は、（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマー
１００質量部に対して３０～３００質量部であることが必要であり、５０～２５０質量部
であることが好ましく、７５～２００質量部であることがより好ましい。該（ｂ）非芳香
族系ゴム用軟化剤の配合量が、（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマー１００質量部に対
して、３０質量部に満たない場合、得られる熱可塑性エラストマー組成物の柔軟性が劣り
、しかも成形加工性が低下し好ましくない。一方、３００質量部を超える場合、得られる
熱可塑性エラストマー組成物の機械強度が充分でなく、また、（ｂ）成分の非芳香族系ゴ
ム用軟化剤のブリードアウトを生ずるため好ましくない。
【００３２】
［（ｃ）ポリオレフィン系樹脂］
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物を構成する（ｃ）ポリオレフィン系樹脂は、オレ
フィンの単独重合体または共重合体である。（ｃ）ポリオレフィン系樹脂としては、示差
熱熱量計（ＤＳＣ）による融解ピーク温度が１３０℃未満のものは１９０℃、１３０℃以
上のものは２３０℃におけるメルトフローレート（ＪＩＳ　Ｋ７２１０）が０．０１～１
００ｇ／１０ｍｉｎ、好ましくは０．０５～８０ｇ／１０ｍｉｎ、特に好ましくは０．１
～６０ｇ／１０ｍｉｎのものが使用される。曲げ弾性率は１０～２，５００ＭＰａの範囲
にあるものが好ましく、１００～２，０００ＭＰａの範囲にあるものがより好ましい。
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【００３３】
　具体的には、エチレン系重合体、プロピレン系重合体、および後述するその他のポリオ
レフィン系重合体等が挙げられる。好ましいのはエチレン系重合体およびプロピレン系重
合体であり、プロピレン系重合体がより好ましい。なお、下記例示において、モノマー単
位の種類が同一である共重合体においては、含有率の高いモノマーを先頭に記載すること
とする。
　エチレン系重合体としては、例えば、高密度、中密度または低密度ポリエチレン、エチ
レン・プロピレン共重合体、エチレン・ブテン－１共重合体、エチレン・ヘキセン共重合
体、エチレン・ヘプテン共重合体、エチレン・オクテン共重合体、エチレン・４－メチル
ペンテン－１共重合体、エチレン・酢酸ビニル共重合体、エチレン・アクリル酸共重合体
、エチレン・アクリル酸エステル共重合体、エチレン・メタクリル酸共重合体、エチレン
・メタクリル酸エステル共重合体等のエチレン含有率が高い共重合体が挙げられる。
　プロピレン系重合体には、ポリプロピレン、プロピレン・エチレン共重合体、プロピレ
ン・ブテン－１共重合体、プロピレン・エチレン・ブテン－１共重合体、プロピレン・４
－メチルペンテン－１共重合体が挙げられる。プロピレン系重合体の中でも、ポリプロピ
レンおよびプロピレン・エチレン共重合体が特に好ましい。
　その他のポリオレフィン系重合体としては、ポリブテン－１、ポリ－４－メチルペンテ
ン－１等が挙げられる。
【００３４】
　該（ｃ）ポリオレフィン系樹脂の配合量は、（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマー１
００質量部に対して、５～１５０質量部であることが必要であり、１０～１００質量部で
あることが好ましい。該（ｃ）ポリオレフィン系樹脂の配合量が、（ａ）スチレン系熱可
塑性エラストマー１００質量部に対して、５質量部に満たない場合、得られる熱可塑性エ
ラストマー組成物の耐熱性が劣り、しかも成形加工性が低下し好ましくない。一方、１５
０質量部を超える場合、得られる熱可塑性エラストマー組成物の硬度が高くなり、柔軟性
も失われるため好ましくない。
【００３５】
［（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂］
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物を構成する（ｄ）成分のポリフェニレンエーテル
系樹脂は、得られる熱可塑性エラストマー組成物の耐油性と耐熱性のバランスを改善する
ための成分である。該（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂は、固有粘度が３０℃で測定
したとき、０．０８～０．９０ｇ／ｄｌの範囲内になるものが好ましく、０．２０～０．
７０ｇ／ｄｌであるものがより好ましい。該固有粘度が０．０８ｇ／ｄｌに満たない場合
は、得られる熱可塑性エラストマー組成物の耐熱性が充分でない。一方、該固有粘度が０
．９０ｇ／ｄｌを超える場合は、得られる熱可塑性エラストマー組成物の溶融粘度が高く
なり、成形性が悪くなるため好ましくない。
【００３６】
　該（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂の配合量は、（ａ）スチレン系熱可塑性エラス
トマー１００質量部に対して、５～２００質量部であることが必要であり、１０～１００
質量部であることが好ましい。（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂の配合量が、（ａ）
スチレン系熱可塑性エラストマー１００質量部に対して５質量部に満たない場合には、得
られる熱可塑性エラストマー組成物の耐熱性改良効果が乏しく好ましくない。一方、２０
０質量部を超える場合には、得られる熱可塑性エラストマー組成物の硬度が高くなり、ゴ
ム弾性が失われるため好ましくない。より好ましい配合量は１０～７０質量部である。
【００３７】
　該（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂の製造方法としては特に制限はなく、公知の方
法を採用することがことができる。具体例としては、窒素等の不活性ガス雰囲気下、塩化
第１銅等の銅塩とジ－ｎ－ブチルアミン等のアミンとの錯体を触媒として、トルエン、ｎ
－ブタノール、メタノール等の混合有機溶媒中で、２，６－ジメチルフェノール等のフェ
ノール類（モノマー）を酸素により酸化重合させる方法を示すことができる。
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【００３８】
　該（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂を構成するモノマー単位となるフェノール類と
しては、例えば２，６－ジメチルフェノール、２，６－ジエチルフェノール、２，６－ジ
ブチルフェノール、２，６－ジラウリルフェノール、２，６－ジプロピルフェノール、２
，６－ジフェニルフェノール、２－メチル－６－エチルフェノール、２－メチル－６－シ
クロヘキシルフェノール，２－メチル－６－トリルフェノール、２－メチル－６－メトキ
シフェノール、２－メチル－６－ブチルフェノール、２，６－ジメトキシフェノール、２
，３，６－トリメチルフェノール、２，３，５，６－テトラメチルフェノール、２，６－
ジエトキシフェノール等が挙げられる。これらのフェノール類は単独で重合させてもよい
し、二種以上を共重合させてもよい。
【００３９】
　該（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂として好ましいものとして、例えば、ポリ（２
，６－ジメチル－１，４－フェニレンエーテル）、ポリ（２，６－ジエチル－１，４－フ
ェニレンエーテル）、ポリ（２－メチル－６－エチル－１，４－フェニレンエーテル）、
ポリ（２－メチル－６－プロピル－１，４－フェニレンエーテル）、ポリ（２，６－ジプ
ロピル－１，４－フェニレンエーテル）、ポリ（２－エチル－６－プロピル－１，４－フ
ェニレンエーテル）等が挙げられる。特に好ましいのはポリ（２，６－ジメチル－１，４
－フェニレンエーテル）である。これらの（ｄ）ポリフェニレンエーテル樹脂は、分子鎖
中に繰り返し単位として、例えば、２，３，６－トリメチルフェノール等のアルキル三置
換フェノール単位を一部含有する共重合体であってもよい。さらに、これらの（ｄ）ポリ
フェニレンエーテル系樹脂に、例えばスチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン、
クロロスチレン等のスチレン系モノマーがグラフト重合した共重合体であってもよい。
　該（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂としては公知のものが使用できる。
【００４０】
［（ｅ）無機充填剤］
　本発明の熱可塑性エラストマ組成物は、（ｅ）無機充填剤を必要に応じて配合すること
が好ましい。（ｅ）無機充填剤は成形品の耐熱性、耐候性などの物性改良効果や、増量に
よる経済上の利点を有する。該（ｅ）無機充填剤としては、例えば、炭酸カルシウム、タ
ルク、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム、マイカ、クレー、硫酸バリウム、天然
ケイ酸、合成ケイ酸（ホワイトカーボン）、酸化チタン、カーボンブラックなどがある。
これらの１種または２種以上を用いることができる。これらの（ｅ）無機充填剤は、未処
理のまま用いてもよく、脂肪酸、シランカップリング剤等で予め表面処理されたものを用
いてもよい。本熱可塑性エラストマー組成物に対する外観、強度、コストなどの点から、
これらの中で、炭酸カルシウム、タルクが好ましく、重質炭酸カルシウムが特に好ましい
。
　該（ｅ）無機充填剤の配合量は、（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマー１００質量部
に対して、０～７５０質量部、好ましくは１０～６００質量部であり、より好ましくは５
０～４５０質量部である。７５０質量部を越えると、得られる熱可塑性エラストマー組成
物の機械的強度の低下が著しく、かつ、硬度が高くなって柔軟性が失われるため好ましく
ない。
【００４１】
［（ｆ）ポリオルガノシロキサン］
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物は、（ｆ）ポリオルガノシロキサンを含むことが
好ましい。該（ｆ）ポリオルガノシロキサンは、表面の耐傷付き性を向上させる役割をす
る。該（ｆ）ポリオルガノシロキサンは、下記平均単位式（１）で示されるポリオルガノ
シロキサンであることが好ましく、その中でも、ポリジオルガノシロキサンであることが
特に好ましい。
　　　　Ｒ1 

aＳｉＯ（４－a）／２                                  （１）
（式中、Ｒ1 　は１価の炭化水素基またはハロゲン原子が置換した１価の炭化水素基であ
る。ａは１．８～２．２の範囲にある正数である。）
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【００４２】
　１価の炭化水素基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ヘキシル基
等の炭素原子数１～６のアルキル基；シクロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロオク
チル基等の炭素原子数５～１２のシクロアルキル基；フェニル基、キシリル基、ナフチル
基等の炭素原子数６～１０のアリール基；ベンジル基、フェネチル基、３－フェニルプロ
ピル基等の炭素原子数７～１０のアラルキル基等が例示される。好ましいのはアルキル基
であり、特に好ましいのはメチル基である。
　ハロゲン原子が置換した１価の炭化水素基としては、３，３，３－トリフルオロプロピ
ル基、３－クロロプロピル基等が例示される。また、これら炭化水素基の一部がアミノ基
、エポキシ基等の有機基によって置換されていてもよい。
【００４３】
　該（ｆ）ポリオルガノシロキサンとしては、ポリジメチルシロキサン、ジメチルシロキ
サン・ジフェニルシロキサン共重合体、ジメチルシロキサン・メチルフェニルシロキサン
共重合体、ポリジメチル・メチルオクチルシロキサン、ポリジメチル・メチル（３，３，
３－トリフロオロプロピル）シロキサン等が例示される。ポリジメチルシロキサンが特に
好ましい。
【００４４】
　該（ｆ）ポリオルガノシロキサンの動粘度は、特に限定されないが、ポリオルガノシロ
キサンが表面に滲み出すことにより発生するベたつきを少なくし、一方で、耐擦傷性への
改良効果の点で、より高粘度のものが好ましい。具体的には、２５℃の動粘度が、１００
，０００ｍｍ２／ｓｅｃ以上のものがより好ましく、４，０００，０００ｍｍ２／ｓｅｃ
以上の、通常ガムと称されるものがさらに好ましい。また、これらの高粘度の（ｆ）ポリ
オルガノシロキサンに、２５℃の動粘度が、１００，０００ｍｍ２／ｓｅｃ以下の低粘度
ポリオルガノシロキサンを混合して、ブリードや耐擦傷性効果をバランスさせてもよい。
【００４５】
　該（ｆ）ポリオルガノシロキサンは、例えば対応するオルガノクロロシラン類を加水分
解してシロキサンオリゴマーとし、これをアルカリ金属触媒を用いて重合して製造される
。
　該（ｆ）ポリオルガノシロキサンの配合量は、前記した（ａ）～（ｅ）成分から構成さ
れる熱可塑性エラストマー組成物１００質量部に対して、０．０１～２０質量部であるこ
とが好ましく、０．１～１０質量部であることがより好ましい。０．０１重量部に満たな
い場合、耐擦傷性の改良効果が充分でなく好ましくない。一方、２０質量部を超える場合
は、該（ｆ）ポリオルガノシロキサンが表面へブリードアウトするため好ましくない。
【００４６】
　［（ｇ）ポリウレタン系樹脂］
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物は、（ｇ）ポリウレタン系樹脂を含むことが好ま
しい。該（ｇ）ポリウレタン系樹脂は、本発明の熱可塑性エラストマー組成物の表面の耐
擦傷性をさらに向上させる役割をする。
　本発明における（ｇ）ポリウレタン系樹脂としては、ウレタン結合を有する樹脂であれ
ば特に制限されず、たとえば以下に示す樹脂が挙げられる。
　（ｇ１）ポリウレタン系樹脂；高分子ジオール、有機ジイソシアネートおよび鎖伸長剤
の反応により得られる熱可塑性ポリウレタン系樹脂。
　（ｇ２）ポリウレタン系樹脂：後述する付加重合体ブロックＥとポリウレタンブロック
Ｆとが直接、またはウレタン結合やエステル結合等の化学結合を介して、結合したポリウ
レタン系樹脂。
　これらのポリウレタン系樹脂は、それぞれ単独で使用してもよく、両者を併用してもよ
い。
【００４７】
　（ｇ１）ポリウレタン系樹脂の製造に用いられる高分子ジオールとしては、数平均分子
量が１，０００～６，０００であることが、（ｇ）ポリウレタン系樹脂を含有する熱可塑
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性エラストマー組成物の力学特性、耐熱性、耐寒性、弾性回復性等が良好になる点などか
ら好ましい。ここで、高分子ジオールの数平均分子量は、ＪＩＳ　Ｋ１５５７に準拠して
測定した水酸基価に基づいて算出した数平均分子量である。
　高分子ジオールとしては、ポリエステルジオール、ポリエーテルジオール、ポリエステ
ルエーテルジオール、ポリカーボネートジオール、ポリエステルカーボネートジオール等
を挙げることができ、これらは単独で使用しても、または２種以上を併用してもよい。場
合によっては、高分子ジオールとともに、３官能以上の高分子ポリオールを少量併用する
ことができる。
【００４８】
　前記ポリエステルジオールとしては、脂肪族ジカルボン酸、芳香族ジカルボン酸および
それらのエステル形成性誘導体から選ばれる少なくとも一種のジカルボン酸成分と、低分
子ジオールとの反応により得られるポリエステルジオール、ラクトンの開環重合により得
られるポリエステルジオールなどを挙げることができる。
　より具体的には、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、
セバシン酸、ドデカン二酸等の脂肪族ジカルボン酸、テレフタル酸、イソフタル酸、オル
トフタル酸等の芳香族ジカルボン酸、およびこれらのエステル形成性誘導体の１種または
２種以上と、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、１
，５－ペンタンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジ
オール、１，９－ノナンジオール、２－メチル－１，８－オクタンジオール等の炭素数２
～１０の脂肪族ジオールの１種または２種以上とを重縮合反応させて得られるポリエステ
ルジオール；ポリカプロラクトンジオール；ポリバレロラクトンジオール等を挙げること
ができる。
【００４９】
　前記ポリエーテルジオールとしては、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコ
ール、ポリテトラメチレングリコールなどを挙げることができる。
　また、前記ポリカーボネートジオールとしては、１，４－ブタンジオール、１，５－ペ
ンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，８－オクタンジオール等の脂肪族ジオ
ールの１種または２種と、炭酸ジフェニル、炭酸ジアルキル等の炭酸エステルまたはホス
ゲンとの反応により得られるポリカーボネートジオールを挙げることができる。
【００５０】
　また、（ｇ１）ポリウレタン系樹脂の製造に用いられる有機ジイソシアネートの種類は
特に限定されないが、分子量５００以下の芳香族ジイソシアネート、脂環族ジイソシアネ
ート、および脂肪族ジイソシアネートのうちの１種または２種以上が好ましく使用される
。有機ジイソシアネートの具体例としては、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネー
ト、トルエンジイソシアネート、ｐ－フェニレンジイソシアネート、ナフタレンジイソシ
アネート、水素化４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、イソホロンジイソシア
ネート等を挙げることができ。これらの有機ジイソシアネートのうちでも、４，４’－ジ
フェニルメタンジイソシアネートが好ましく用いられる。
【００５１】
　また、（ｇ１）ポリウレタン系樹脂の製造に用いられる鎖伸長剤としては、ポリウレタ
ン系樹脂の製造に従来から用いられている鎖伸長剤のいずれもが使用でき、その種類は特
に限定されない。そのうちでも、鎖伸長剤としては、脂肪族ジオール、脂環族ジオールお
よび芳香族ジオールのうちの１種または２種以上が好ましく用いられる。該伸長剤の具体
例としては、エチレングリコール、ジエチレングリコール、１，４－ブタンジオール、１
，５－ペンタンジオール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、１，６－ヘキサンジ
オール、ネオペンチルグリコール、１，９－ノナンジオール、シクロヘキサンジオール、
１，４－ビス（β－ヒドロキシエトキシ）ベンゼン等のジオール類を挙げることができる
。前記したうちでも、鎖伸長剤として炭素数２～６の脂肪族ジオールがより好ましく用い
られ、１，４－ブタンジオールが特に好ましく用いられる。
【００５２】
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　（ｇ１）ポリウレタン系樹脂としては、高分子ジオール、鎖延長剤および有機ジイソシ
アネートを、高分子ジオール：鎖延長剤＝１：０．２～１：８．０（モル比）の範囲内で
あり、かつ［高分子ジオールと鎖伸長剤の合計モル数］：［有機ジイソシアネートのモル
数］＝１：０．５～１：２、好ましくは、１：０．９５～１：１．０５の範囲内であるよ
うに反応させて得られるポリウレタン系樹脂が、硬度、伸び等の点から好ましく用いられ
る。
　また、（ｇ１）ポリウレタン系樹脂の硬度は、特に限定されないが、ＪＩＳ－Ａ硬度（
２５℃）が５０～９０のものが好ましく用いられる。
【００５３】
　（ｇ２）ポリウレタン系樹脂を構成する付加重合体ブロックＥの構造は特に限定されな
いが、スチレン系モノマーを主体とするハードブロックＣの少なくとも一つと、共役ジエ
ン系モノマーを主体とするソフトブロックＤの少なくとも一つとからなる付加重合系ブロ
ック共重合体および／またはその水素添加物であることが好ましい。また、付加重合体ブ
ロックＥは、ポリウレタンブロックＦとの結合を形成するために水酸基等の官能基を有し
ていることが好ましい。
【００５４】
　付加重合体ブロックＥを構成するハードブロックＣは、本発明の（ａ）スチレン系熱可
塑性エラストマーのスチレン系モノマー単位を主体とするハードブロックＡを構成するモ
ノマー単位と同様のものから構成することができる。付加重合体ブロックＥを構成するソ
フトブロックＤは、本発明の（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマーの共役ジエン系モノ
マー単位を主体とするソフトブロックＢを構成するモノマー単位と同様なものから構成す
ることができる。また、ハードブロックＣの分子量、ソフトブロックＤの分子量および水
添率、ならびに付加重合体ブロックＥの分子量は、特に限定されないが、本発明の（ａ）
スチレン系熱可塑性エラストマーの対応する各構成成分の分子量、水添率であることが好
ましい。
【００５５】
　また、ポリウレタンブロックＦは、前記の高分子ジオール、有機ジイソシアネートおよ
び鎖延長剤の反応により得られる熱可塑性ポリウレタン系樹脂から構成されるものであれ
ば、特に制限されない。
　付加重合体ブロックＥとポリウレタンブロックＦとの結合様式やブロック数は特に限定
されず、１個の付加重合体ブロックＥと１個のポリウレタン系ブロックＦとからなるジブ
ロック共重合体、２個の付加重合体ブロックＥと１個のポリウレタンブロックＦとからな
るトリブロック共重合体などを挙げることができる。中でも、該ジブロック共重合体が好
ましい。
　該付加重合体ブロックＥと、ポリウレタンブロックＦとの質量組成比は、（ａ）スチレ
ン系熱可塑性エラストマーとの相溶性の点から、１：９～９：１であることが好ましく、
２：８～８：２であることがより好ましい。
【００５６】
　（ｇ２）ポリウレタン系樹脂の製造方法は、特に限定されない。例えば、ハードブロッ
クＣおよびソフトブロックＤからなり、末端に水酸基を有する付加重合体ブロックＥなら
びにポリウレタンブロックＦを溶融条件下で混合することによって得られるポリウレタン
系反応生成物から、ポリウレタン系ブロック共重合体を抽出・回収することによって得る
ことができる。
　なお、該（ｇ２）ポリウレタン系樹脂は、クラレ社から「ＴＵポリマー　クラミクロン
ＴＵ」として市販されている。
【００５７】
　前記（ｇ）ポリウレタン系樹脂の配合量は、前記した（ａ）～（ｅ）成分から構成され
る熱可塑性エラストマー組成物１００質量部に対して、０．１～５０質量部であることが
好ましく、１～５０重量部であることがより好ましい。０．１質量部に満たない場合、耐
擦傷性の改良効果が充分でなく好ましくない。一方、５０質量部を超える場合は、得られ
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た熱可塑性エラストマー組成物を成形する場合の成形性や寸法安定性が不充分となるため
好ましくない。
【００５８】
［その他の成分］
　また、本発明の熱可塑性エラストマー組成物には、ポリα－メチルスチレンなどの補強
樹脂、難燃剤、酸化防止剤、耐熱安定剤、紫外線吸収剤、光安定剤、帯電防止剤、離型剤
、発泡剤、顔料、染料、増白剤、耐擦傷性改良剤などを配合することができる。これらの
配合剤の配合量は通常程度であれば充分である。
【００５９】
［熱可塑性エラストマー組成物の製造］
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物は、前記各成分を機械的に溶融混練する通常の方
法によって製造することができる。かかる方法に用いられる溶融混練機としては、例えば
、単軸押出機、二軸押出機、ブラベンダープラストグラフ、バンバリーミキサー、ニーダ
ーブレンダー、ロール等を挙げることができる。溶融混練は好ましくは１４５～３００℃
の温度範囲で実施される。
【００６０】
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物は、メルトフローレート（２３０℃、２．１６ｋ
ｇｆ）が０．５～１０ｇ／１０ｍｉｎであることが好ましい。０．５ｇ／１０ｍｉｎ未満
では、大型のガラス板に対し成形する際、ショートショットなどの問題が生じることがあ
る。一方、１０ｇ／１０ｍｉｎを越えると、流動性がありすぎ、金型内で、ボイド、ヒケ
、バリなどの外観不良を生じることがある。また、機械的物性が劣る傾向もあり、好まし
くない。
　該組成物の硬度は、ショアーＡ硬度で４０～９５であることが好ましく、５０～９０で
あることがより好ましい。該組成物の引張強度は、成形時の流れ方向による違いを平均値
として５ＭＰａ以上であることが好ましく、７ＭＰａ以上であることがより好ましく、１
００％モジュラスは、２ＭＰａ以上であることが好ましい。引張伸度は４００％以上であ
ることが好ましく、引裂強度は３０ＭＰａ以上であることが好ましい。圧縮永久歪みは、
２５％の圧縮率で、７０℃、２２時間保持した場合、５０％未満であることが好ましい。
車体との一体感を得るためには、表面光沢は１０以上であることが好ましく、１５以上で
あることがより好ましい。車両用モールディング材として必要となる力学的特性を同時に
満足するのであれば、表面光沢は高い方がより好ましい。耐薬品性は質量変化率が５０％
以下であることが好ましい。また、ガラス板との接着強度は１００Ｎ／２５ｍｍ以上であ
ることが好ましい。
【００６１】
［モールディング付きガラス板］
　本発明の車両用モールディング付きガラス板の一例を、要部概略断面を示す図１を用い
て説明する。図１において、１は車両用モールディング付きガラス板、２はガラス板、２
Ａはガラス板の裏面、２Ｂはガラス板の表面、２Ｃはガラス板の端面、３はモールディン
グ、４は接着剤層である。車両用モールディング付きガラス板１は、ガラス板２の裏面２
Ａと端面２Ｃに、モールディング３が接着剤層４を介して接着固定され一体化している。
【００６２】
［モールディング付きガラス板の製造］
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物により形成されるモールディングの形状は、要求
性能やデザインの仕様などに合わせて、適宜決定できる。例えば、断面形状は、図１の形
状のほか、ガラス板の裏面２Ａのみにモールディング３が接着剤層４を介して接着固定さ
れている形状であってもよいし、ガラス板の裏面２Ａ、表面２Ｂ、端面２Ｃにモールディ
ング３が接着剤層４を介して接着固定されている形状であってもよい。さらに、ガラス板
の全周縁にわたって同一の断面形状を有するものであっても、部位に応じて異なる断面形
状を有するものであってもよい。また、ガラス板の全周にわたって一体化されていても、
ガラス板のある特定の辺または部分に一体化されてもよい。
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【００６３】
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物は、従来公知の方法、すなわち、射出成形、押出
成形等の成形法によりモールディングに成形することができる。
　本発明のモールディング付きガラス板を射出成形により成形する場合、例えば、モール
ディングの形状に概略一致した彫り込みを有する成形型にガラス板を配置し、型締めして
、彫り込みとガラス板の周縁部とでキャビティ空間を形成し、成形型のキャビティ空間内
に熱可塑性エラストマー組成物を射出する射出一体成形により、モールディングをガラス
板の周縁部に一体的に成形する方法が採用できる。この場合、ガラス板を成形型に配置す
る前に、モールディングが一体化されるガラス板の周縁部に予め接着剤を塗布し、接着剤
層を形成しておくことが好ましい。
【００６４】
　また、熱可塑性エラストマー組成物を一旦射出成形により、ガラス板の全周に接着でき
るようにループ状またはガラス板の全周ではなく、その一部、例えば、３辺に接着できる
ようにコの字型に成形し、成形されたモールディングをガラス板に押付けて、モールディ
ングをガラス板に一体化させる方法も採用できる。この場合、モールディングをガラス板
の周縁部に押付ける前に、ガラス板の周縁部に予め、両面テープを貼る、もしくは接着剤
を塗布する、またはモールディングのガラス板に対向する前に接着剤を塗布してもよい。
【００６５】
　また、熱可塑性エラストマー組成物を用いて、モールディングを押出成形により成形す
る方法としては、モールディングの断面形状に概略一致した開口を有するダイスから、熱
可塑性エラストマー組成物を押出し、成形する方法が挙げられる。このとき、（ａ）ダイ
スから押出された直後にモールディングをガラス板の周縁部に押付けて一体化する、また
は（ｂ）ダイスから直接ガラス板の周縁部にモールディングを押出して一体化してもよい
。いずれの方法においても、ガラス板の周縁部に接着剤を塗布し、接着剤層を形成してお
くことが好ましい。
【００６６】
［ガラス板］
　本発明のモールディング付きガラス板の製造に使用されるガラス板は、無機系の単板ガ
ラス板、複数枚のガラス板が中間膜を介して積層された合わせガラス板、強化処理が施さ
れた強化ガラス板、熱線遮蔽性コーティングなどの各種表面処理が施されたガラス板など
、種々のガラス板である。また、有機ガラスと称される透明樹脂板を使用することもでき
る。
　ガラス板には、例えば、接着剤層が形成される領域に、暗色セラミックペーストの焼成
体が設けられることがある。暗色セラミックペーストの焼成体により、接着剤層が車外側
から隠蔽され、紫外線の車内側への透過を防止することができる。熱可塑性エラストマー
組成物を用いた場合は、通常ウレタン系接着剤にて車体に固定されるので、暗色セラミッ
クペーストの焼成体は、ウレタン系接着剤の紫外線による劣化を防止することができる。
【００６７】
［接着剤］
　本発明のモールディング付きガラス板の製造には、ガラス板の上にモールディングとガ
ラスとの接着性を向上させるための接着剤層を設けることが好ましい。接着剤としては、
ガラス板に対する接着性が認められる接着剤、例えば、無水マレイン酸変性プロピレン－
１－ブテン共重合体、無水マレイン酸変性塩素化ポリプロピレンとエポキシシランを含む
接着剤組成物、塩素化ポリプロピレン、エポキシ基含有化合物およびシランカップリング
剤を含む接着剤組成物などが使用される。例えば、塩素化ポリプロピレン、トリメチロー
ルプロパントリグリシジルエーテルとをキシレンに溶解し、得られた溶液に３－アミノプ
ロピルトリメトキシシランなどを添加して充分に攪拌して調製される。
　接着剤は溶液状であれば、該溶液をガラス板に薄く塗布し乾燥するだけで、接着力を発
揮する。接着剤の塗布量は樹脂換算で１５ｇ／ｍ３程度が目安であり、これは乾燥後の塗
膜の膜厚で１０～２０μｍに相当する。
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【実施例】
【００６８】
　以下、実施例と比較例により本発明について具体的に説明する。ただし、本発明は以下
の例により何ら限定されるものではない。
　以下の例で成分として使用した材料の内容と略号は次のとおりである。
（１）（ａ）ブロック共重合体：
　ＳＢＣ－１：クラレ社製「セプトン４０５５」、ポリスチレン（Ａ）成分含有量３０質
　　　　　　　量％、ポリ（イソプレン・ブタジエン）（Ｂ）成分含有量７０質量％の、
　　　　　　　Ａ－Ｂ－Ａ型スチレン・（イソプレン・ブタジエン）ブロック共重合体の
　　　　　　　水素添加物、数平均分子量：２２．７万、水素添加率：９０％以上
　ＳＢＣ－２：クラレ社製「セプトン４０７７」、ポリスチレン（Ａ）成分含有量３０質
　　　　　　　量％、ポリ（イソプレン・ブタジエン）（Ｂ）成分含有量７０質量％の、
　　　　　　　Ａ－Ｂ－Ａ型スチレン・（イソプレン・ブタジエン）ブロック共重合体の
　　　　　　　水素添加物、数平均分子量：３２．５万、水素添加率：９０％以上
　ＳＢＣ－３：クラレ社製「セプトン４０３３」、ポリスチレン（Ａ）成分含有量３０質
　　　　　　　量％、ポリ（イソプレン・ブタジエン）（Ｂ）成分含有量７０質量％の、
　　　　　　　Ａ－Ｂ－Ａ型スチレン・（イソプレン・ブタジエン）ブロック共重合体の
　　　　　　　水素添加物、数平均分子量：７．０万、水素添加率：９０％以上
【００６９】
（２）（ｂ）非芳香族系ゴム用軟化剤：
　ＯＩＬ：　出光興産社製「ダイアナプロセスＰＷ－９０」、パラフィン系プロセスオイ
　　　　　　ル、芳香族成分の含有量：０．１質量％以下
（３）（ｃ）ポリオレフィン系樹脂：
　ＰＰ：　出光石油化学社製「出光ＰＰ:Ｊ-７００ＧＰ」、ポリプロピレン系樹脂、メル
　　　　　トフローレート（２３０℃、２．１６ｋｇｆ）：８ｇ／１０ｍｉｎ
（４）（ｄ）ポリフェニレンエーテル系樹脂：
　ＰＰＥ：　三菱エンジニアリングプラスチック社製「ＰＰＥポリマーＹＰＸ－１００Ｌ
　　　　　　」、ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンエーテル）、固有粘度：
　　　　　　０．４７ｄｌ／ｇ
【００７０】
（５）（ｅ）無機充填剤：
　重質炭カル：　白石工業社製、重質炭酸カルシウム「ホワイトンＰ－１０」
　カーボンＭＢ：　ヘキサケミカル社製カーボンブラックマスターバッチ、ポリオレフィ
　　　　　　　　　ン用４０質量％品　
（６）（ｆ）ポリオルガノシロキサン：
　ＰＤＭＳ：　ポリジメチルシロキサン、２５℃における動粘度：１６００万ｍｍ２／
　　　　　　　ｓｅｃ以上（ポリスチレン換算　数平均分子量：３３万）
（７）（ｇ）ポリウレタン系樹脂：
　（ｇ１）ＰＵ：　クラレ社製：「クラミロン－Ｕ８１６５」
　（ｇ２）ＰＵコポリマ：　クラレ社製：「クラミロン－ＴＵ－Ｓ　５８６５」
（８）その他（オレフィン系熱可塑性エラストマー）
　ＥＢＣ：　アドバンストエラストマーシステム社製：「サントプレーン１２１－６５Ｍ
　　　　　　３００」
【００７１】
（参考例１～４、実施例１～２、比較例１～２）
（１）表１および表１（つづき）に示す組成物を、そこに示した量比で予め混合した後、
それを一括して二軸押出機（Ｗ＆Ｐ社製「ＺＳＫ－２５」）に供給して、２００～３００
℃のバレル温度、スクリュー回転数３００ｒｐｍで溶融混練した後、ストランド状に押し
出し、切断して熱可塑性エラストマー組成物のペレットを製造した。
【００７２】
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（２）前記（１）で得られたペレットを用い、射出成形機（Ｅｒｇｏｔｅｃｈ社製、型締
圧１００トン）を使用して、溶融温度１８０～２００℃、金型温度４０℃の条件下に射出
成形して平板Ａ（縦×横×厚さ＝１２０ｍｍ×１２０ｍｍ×２ｍｍ）、および平板Ｂ(縦
×横×厚さ＝９０ｍｍ×９０ｍｍ×４ｍｍ）を製造した。ここで、金型の表面粗さは＃４
００とした。また、平板Ａ、Ｂと同じペレットを用い、射出成形機（新潟鉄工所社製、型
締圧３００トン）を使用して、溶融温度１８０～２００℃、金型温度４０℃の条件下に射
出成形して平板Ｃ（１００ｍｍ×５０ｍｍ×２ｍｍ）を製造した。金型の表面粗さを＃４
００とした。
　これらの平板またはこれらの平板から切出した試験片について、硬度、引張強度、１０
０％モジュラス、引張伸度、引裂強度、圧縮永久歪み、表面の傷付き性、耐薬品性、擦傷
試験前後の表面光沢（グロス）、擦傷後の目視評価、および擦傷試験後の表面粗さを下記
の方法で評価した。また、接着性は、ガラス板（縦×横×厚さ＝１００ｍｍ×５０ｍｍ×
５ｍｍ）に、組成物を射出して得た積層体を用いて下記の方法で評価した。評価結果を表
１および表１（つづき）に示した。
【００７３】
（比較例３）
　ポリオレフィン系熱可塑性エラストマーである「サントプレーン１２１－６５Ｍ３００
」のペレットを用いて、実施例１と同様な方法と条件で平板を製造した。
この平板について実施例１と同様に物性を評価した。評価結果を合わせて表１（つづき）
に示した。
【００７４】
（試験、測定、評価方法）
　熱可塑性エラストマー組成物の物性（硬度、引張強度、１００％モジュラス、引張伸度
、引裂強度、圧縮永久歪み、表面の傷付き性、耐薬品性、対耐擦傷性、成形品の表面光沢
（グロス）、表面粗さおよび接着性）の試験、測定、評価方法は下記の通りである。
（１）硬度：前記平板Ａ（１２０ｍｍ×１２０ｍｍ×２ｍｍ）からダンベル状試験片（Ｊ
ＩＳ　Ｋ６２５１に記載のゴム３号形）を打抜き、これを用いて、ＪＩＳ　Ｋ６２５３（
加硫ゴム及び熱可塑性ゴムの硬さ試験方法）に準じて、島津製作所社製、「デュロメータ
ーＡ　硬度計」）を使用して測定した。
【００７５】
（２）引張強度および引張伸度：前記平板Ａのダンベル状試験片を用い、ＪＩＳ　Ｋ６２
５１（加硫ゴムの引張試験方法）に準じて、島津製作所社製、「オートグラフ」を用いて
測定した。なお。１００％伸長時の引張強度を１００％モジュラスとして記録した。
【００７６】
（３）引裂強度：前記平板Ａから、ＪＩＳ　Ｋ６２５２（加硫ゴムの引裂張試験方法）に
記載のクレセント形試験片を打抜いて、試験片とした。これを用いて、ＪＩＳ　Ｋ６２５
２に準じて、島津製作所社製、「オートグラフ」を用いて測定した。
【００７７】
（４）圧縮永久歪み：前記平板Ｂ（縦×横×厚さ＝９０ｍｍ×９０ｍｍ×４ｍｍ）から直
径２９ｍｍの円板を打ち抜き、それを３枚重ねて、ＪＩＳ　Ｋ－６２６２（加硫ゴム及び
熱可塑性ゴムの永久ひずみ試験方法）に準じて、温度７０℃、圧縮率２５％で２２時間圧
縮し、２２時間後に圧縮を解放してそのときの圧縮永久歪みを測定した。
【００７８】
（５）表面の傷付き性：木綿製の軍手をはめた親指で、前記平板Ａの表面を往復５回こす
り、傷付き程度を目視観察で評価し、傷の程度として、傷がない場合を「５」とし、傷が
僅かに見える場合を「４」、傷がやや見える場合を「３」、傷が明らかに見える場合を「
２」、傷が著しい場合を「１」とする５段階評価で行なった。
【００７９】
（６）耐薬品性：前記平板Ｃ（縦×横×厚さ＝１００ｍｍ×５０ｍｍ×２ｍｍ）を３０ｍ
ｍ×３０ｍｍに切出し、ＪＩＳ　Ｋ７１１４（プラスチック－液体薬品への浸せき効果を
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求める試験方法）に準じて、恒温槽（ヤマト科学社製、「ＤＫ４００Ｔ」）を用いて、試
験温度７０℃±２℃、浸漬時間４時間の条件で、使用薬品としてカーワックス（ＳＯＦＴ
社製、「パール・メタリック固型」、カルナバロウ、シリコーンオイル、石油系溶剤７５
質量％）を用いて加熱し、浸漬前後の質量変化を電子天秤（メトラー・トレド社製、「Ｐ
Ｒ２００３」）を用いて３回測定し、平均値を表１に示した。
【００８０】
（７）耐擦傷性：前記平板Ｃを対象に、ＪＩＳ　Ｌ０８４９（摩擦に対する染色堅ろう度
試験法）に準じて、垂直荷重５Ｎを付与した、ＪＩＳ　Ｌ０８０３（染色堅ろう度試験用
添付白布）に規定された綿帆かなきん３号を接触させ、所定回数（１０回、５０回および
１００回）往復させた。往復前（試験前）と往復後（試験後）の表面光沢（グロス）を下
記の方法で測定し、往復前（試験前）の表面光沢を初期の表面光沢として評価し、往復後
（試験後）の表面光沢は、初期の表面光沢と比較し、表面光沢の耐久性能として評価した
。また、往復後（試験後）の表面の外観を目視観察し、１００回往復後の表面粗さを下記
の方法で測定した。目視評価は、傷の程度として、傷がない場合を「５」とし、傷が僅か
に見える場合を「４」、傷がやや見える場合を「３」、傷が明らかに見える場合を「２」
、傷が著しい場合を「１」とする５段階評価で行なった。以上の試験を３回測定し、平均
値を表１に示した。
【００８１】
（８）表面光沢（グロス）：耐擦傷性試験前後の前記平板Ｃの表面を、ＪＩＳ　Ｚ８７４
１（鏡面光沢度－測定方法）の方法３（６０°鏡面光沢）に準じて、表面光沢計（ＢＹＫ
－ガードナー社製、マイクロ－トリ－グロス光沢計」を用いて測定した。
【００８２】
（９）表面粗さ：耐擦傷性試験１００回往復後の前記平板Ｃの表面を往復方向に垂直方向
から、表面粗さ計（小坂研究所社製）を用いて、綿帆の接触範囲中１６ｍｍ間の粗さを測
定し、平均粗さＲａとした。
【００８３】
（１０）接着性：ガラス板（１５０ｍｍ×２５ｍｍ×５ｍｍ）の端面から６０ｍｍ×２５
ｍｍの部分のみに予め接着剤を塗布し接着剤層を形成したガラス板を、金型内に装着し、
該接着剤層の側に熱可塑性エラストマー組成物を射出して平板（１５０ｍｍ×２５ｍｍ×
３ｍｍ）を成形し、貼り合わせ積層板を得た。得られた積層板について、ＪＩＳ　Ｋ６２
５６（加硫ゴム及び熱可塑性ゴムの接着試験方法）に準じて、剥離角度１８０°、引張速
度２００mm/minの条件で、引張試験機（島津製作所社製、「ＡＧＳ－Ｊ」）を用いて、引
張強度を測定した。なお、接着剤は塩素化ポリオレフィン系接着剤を用いた。
【００８４】
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【表１】

【００８５】
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【表２】

【００８６】
　各実施例と比較例３との対比から、（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマー、（ｂ）非
芳香族系ゴム用軟化剤、（ｃ）オレフィン系樹脂、および（ｄ）ポリフェニレンエーテル
系樹脂を含有する本発明の熱可塑性エラストマー組成物は、硬度、引張強度、１００％モ
ジュラス、引張伸度、引裂強度、圧縮永久歪みおよび表面の傷付き性の力学的特性におい
て、車両用モールディング材として用いられてきたポリオレフィン系熱可塑性エラストマ
ー組成物と同等以上の性能を有しており、車両用モールディング材として充分な力学的特
性を有している。また、本発明の熱可塑性エラストマー組成物は、従来のポリオレフィン
系熱可塑性エラストマー組成物に比べて、傷付き性においても優れている。
【００８７】
　また、実施例１と比較例３との対比から、本発明の熱可塑性エラストマー組成物は、従
来のポリオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物と比較して初期の表面光沢において高
い値を示しており、本発明により車体との一体感がある車両用モールディング材が得られ
ることがわかる。なお、実施例２においても、初期の表面光沢は、実施例１と同等以上の
高い値を示す。さらに、実施例１と比較例３との対比から、ガラス板との接着性において
も優れていることがわかる。また、実施例１と比較例３との対比から、耐擦傷性、つまり
表面光沢の耐久性能においても優れている。
【００８８】
　また、各実施例と比較例１との対比から、（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマーの数
平均分子量が１０万以上の場合には、引張強度、引張伸度、引裂強度および圧縮永久歪み
で充分な性能が得られ、車両用モールディング材としては適している。
【００８９】
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　また、各実施例と比較例２との対比から、（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマーの数
平均分子量が１０万以上で、本発明の熱可塑性エラストマー組成物が、（ｄ）ポリフェニ
レンエーテル系樹脂を含有する場合は、圧縮永久歪みに優れ、車両用モールディング材と
して適している。
【００９０】
　また、参考例１，２，３と実施例１，２との対比から、（ａ）スチレン系熱可塑性エラ
ストマー、（ｂ）非芳香族系ゴム用軟化剤、（ｃ）オレフィン系樹脂、および（ｄ）ポリ
フェニレンエーテル系樹脂を含有する、本発明の熱可塑性エラストマー組成物に、（ｆ）
ポリオルガノシロキサンを加えた場合は、表面の傷付き性が改善される。
【００９１】
　また、実施例１、２と参考例との対比から、（ａ）スチレン系熱可塑性エラストマー、
（ｂ）非芳香族系ゴム用軟化剤、（ｃ）オレフィン系樹脂、および（ｄ）ポリフェニレン
エーテル系樹脂を含有する、本発明の熱可塑性エラストマー組成物に、（ｆ）ポリオルガ
ノシロキサン、さらに（ｇ）ポリウレタン系樹脂を加えた場合は、表面の傷付き性が一段
と改善される。
【産業上の利用可能性】
【００９２】
　本発明の熱可塑性エラストマー組成物を用いてなるモールディングは、外観・美観を含
むモールディングに要求される性能をバランスよく有するので、自動車、列車などの車両
のみならず、船舶、遊戯機器などに用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００９３】
【図１】本発明の熱可塑性エラストマー組成物を用いたモールディング付きガラス板の一
例を示す概略断面図である。
【符号の説明】
【００９４】
　　１：　自動車用モールディング付きガラス板
　　２：　ガラス板
　　２Ａ：ガラス板の裏面
　　２Ｂ：ガラス板の表面
　　２Ｃ：ガラス板の端面
　　３：　モールディング
　　４：　接着剤層
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